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コンピュータ西暦2000年問題への取り組みについて

平成11年12月1日
　　宇宙開発事業団

1．はじめに

　宇宙開発事業団では、コンピュータ西暦2000年問題に対する政府の指針に基づき、

対応を進めている。宇宙開発事業団の、コンピュータ西暦2000年問題に対するこれ

までの取り組み状況と危機管理計画について報告する。

2．経緯
（1）平成10年9月に高度情報通信社会推進本部により「コンピュータ西暦2000

　　年問題に関する行動計画」が決定され、宇宙開発事業団では、各設備における

　　西暦2000年問題との関係の有無の調査や単票な措置を施し、その状況を適宜

　　科学技術庁へ報告してきた。

（2）平成11年4月に高度情報通信社会推進本部より「コンピュータ西暦2000年

　　問題　企業のための危機管理計画策定の手引き」が発行され、宇宙開発事業団

　　では、手引きにしたがい従来よりさらに体系化・徹底化して西暦2000年問題

　　への対応を実施し、危機管理計画を作成した。

3．西暦2000年問題に向けた体制

　担当理事を筆頭としたコンピュータ西暦2000年問題対策チーム（総勢43名）を

発足させ、外部専門家によるアドバイスを受けながら、全社的な体制で西暦2000年

問題にとり取り組んでいる。

4．西暦2000年問題に向けた作業

　宇宙開発事業団では、高度情報通信社会推進本部が発行した「コンピュータ西暦

2000年問題　企業のための危機管理計画策定の手引き」に従って、以下のように作

業を展開した。

　①業務の優先度付けを行い、優先度の高い業務から対応をとることとした。

②業務で必要となる設備に対して、西暦2000問題との関係の有無の調査を行った。

③西暦2000年問題と関係がある設備には、改修を行う等の必要な対策を施した。

④万一問題が発生した場合に備えて、連絡体制や行動計画を決定し、危機管理計画

　を作成した。
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5．業務の優先度付け

　宇宙開発事業団の全ての業務について、西暦2000年問題が発生した場合の影響度

を分析し、優先度付けを行った。優先度の高い業務から対応をとることとした。優先

度付けの考え方は以下のとおりである。

（1）西暦2000年問題の発生が周辺地域や職員の安全に対して影響を与える可能

　　性のあるものは優先度が高い。

（2）西暦2000年問題の発生が他機関へ影響を与える可能性のあるものは優先度

　　が高い。

（3）西暦2000年問題の発生の影響が宇宙開発事業団内にとどまる場合には、以

　　下のように優先度を考える。

　　　　①開発業務の優先度付けの考え方

　　　　　　　運用　〉　開発　〉　開発研究　〉　研究’

　　　　②管理業務の優先度付けの考え方

　　　　　　　資金管理　〉　企画、計画、物品管理

6．西暦2000年問題有無の調査と対策

　業務で必要となる設備に対して、西暦2000年問題との関係の有無の調査を行った。

調査方法は、西暦2000年問題との関係の有無についてメーカへの確認あるいは模擬

テストの実施により行った。重要な設備については、メーカから「問題なし」の回答

を得ていても、模擬テストを実施し確認している。

　調査の結果、443の設備について西暦2000年問題と関係があることが判明し、影

響の度合いや改修の規模を考慮して、①改修・②改修せずに運用で対処するものに分

類し、必要な処置を施している。また、万が一問題が発生した場合の代替策について

も検討を行った。

（1）安全に関わる設備

　　高圧ガスや危険物を扱う設備、消火設備やエレベータ等の設備について調査し

　たところ、以下のような西暦2000年問題の影響があることが判明したが、いず

　れも周辺地域や職員の安全に影響を及ぼすものではない。

①地球観測センターの火災報知器やエレベータの点検記録の日付が不正

　になる。

②筑波宇宙センターの入退室管理でカードの有効期限切れと認識される。

筑波宇宙センターの入退室管理設備については、改修中であり12月上旬には

対処を完了する予定である。地球観測センターの火災報知器とエレベータの点検

履歴は運用上の問題はないので、そのまま使用する。

2



なお、危機管理計画でも述べているように、高圧ガスや危険物を扱う設備につ

いては、西暦2000年問題の影響はないが、・念のため設備の電源を落とし、機械

的な安全装置による保管状態におく。

（2）他機関と関連のある設備

　　他機関とインタフェースをもつ軌道力学系設備（宇宙科学研究所に衛星軌道デ

　ータを提供）、地球観測センターのデータ提供設備（通信総合研究所と気象庁に

　TRMMデータを提供）や公開ホ・一ムページ等について調査したところ、以下の

　ような西暦2000年問題の影響があることが判明した。

①軌道力学系設備で衛星軌道データの日付処理エラーが発生し、宇宙科学研

　究所にデータを提供できない。

②地球観測データ提供設備でTRMMデータの日付処理エラーが発生し、通

　信総合研究所と気象庁にデータを提供できない。

③外部から公開ホー・ムページにアクセスできない。

①および②については改修を完了し、相手機関と接続試験を実施して、問題の

ないことを確認している。また、③についてはメーカから提供される、最新の

修正プログラムを適用するために12月上旬に改修を予定している。

（3）他の事業団内設備

　　上記の他、開発業務と管理業務で使用する設備について調査したところ、437

　件の設備について履歴の日付不正や日付データの処理エラー等の影響があるこ

　とが判明した。

　　これらの設備に対する西暦2000年問題の処置状況を表1に示す。改修中・改

　修予定の設備については、且・ll　8号機の打上げに関連があり、打上げ後に対処

　を行う予定であったもの、メーカから提供される最新版の修正プログラムを待つ

　て対処予定であったもので、年内には処置を完了するよう手配されている。

　　問題発生時に特に影響が大きい、衛星追跡運用設備やロケット発射管制設備等

　の運用設備については、全系による模擬テストを実施し、問題なく動作すること

　を確認している。

表1　西暦2000年問題処置状況
処置状況 件数

改修済み 52％
改修中・改修予定 12％
運用で対処（改修せず） 14％
危険日以降に再設定処置（注） 22％
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（注）危険日以降に再設定処置を行うものは全て汎用計測器であり、日付異常が発生

　　した後日付の再設定を行うという、事後措置により対処を行うこととする。

上記の対応により、年内には必要な対策をすべて実施し、西暦2000年問題による

宇宙開発事業団内外への問題発生防止のために万全の措置を施している。

7．危機管理計画の策定

　宇宙開発事業団の設備に対して、これまでの調査及び対策により、万全の措置を講

じるようにしているが、万が一問題が発生した場合に影響が大きい設備に対しては、

問題発生時の的確な対処と情報伝達を実施できるよう「危機管理計画」を策定した。

　「危機管理計画」の概要を別添に示す。
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別添

コンピュータ西暦2000年問題への危機管理計画（概要）

平成11年12月1日
　　宇宙開発事業団

1．危機管理計画の目的

　宇宙開発事業団では、従来からコンピュータ西暦2000年問題への対応を念頭に置

いて開発作業を進めてきたが、西暦2000年問題に対して全社的に対応するための対

策チームを組織し、業務・設備の西暦2000年問題との関係の有無について調査し、

必要な対処を施してきた。

　しかし、万が一問題が発生した場合に的確な行動と情報伝達がなされるよう、コン

ピュータ西暦2000年問題対応の危機管理計画を策定した。

2．問題発生の想定と対応方針

2．1対象とする問題発生想定日

　2000年1月1日を“問題発生想定日”とし、以下にあげるその他の問題が発生する

可能性が高い日については、2000年1月1日に準じて対応する。

　（1）2000年2月29日　［閏年（通算日で扱っている設備は2000年12月31日）］

　（2）2000年4月1日　［2000年度の初日］

　（3）その他危険日といわれる日

　　　　2．2対応方針

　　　　　西暦2000年問題に起因する不測の問題が発生した場合でも、的確な対応と情報伝
●達を実施し・必要な業務を行えるよう・以下の方針で対応する・個々に想定されるり

　　　　スクに対しては、別紙に示す対応方針にしたがって対処する。

（1）年末年始に行う業務を最小限必要なものとする。また、自家発電等の対応策の

　　準備、待機・連絡体制の確保等の事前準備を行う。

（2）年末年始に連続して行う業務については、業務が継続できるよう対応策を準備

　　するとともに、復旧のための迅速な処置がとれるよう、関連企業を含む待機体

　　制・連絡体制を確立する。

（3）年末年始以外の問題発生想定日については、対象業務毎の想定されるリスクの

　　大きさと、問題の有無を確認できるタイミングを明確にし、情報伝達が確実に

　　行われるように行動計画を規定する。　（対策本部の設置の有無を含む。）

（4）高圧ガスや危険物を扱う設備については、安全を確保するため、保安要員によ

　　る巡回点検を行う。
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3．危機管理計画の対象業務と対象股備等

　対象業務について、業務毎の問題が発生した場合の影響度を考慮し、年末年始の対

応を以下のように分類した。

表1　対象業務の分類
業務の分類ケー・ス 対象業務（対象設備等）

1）年末年始も連続して行う業務

@　　　　　　　　　　、

・施設安全管理業務（防災岬町高圧ガス管理設備、セキュ

潟eィ設㈲・技術甜験衛星M型テレメトリ受信業務（衛i星運用設鳳衛

ｯ運用ネットワ「ク）・環高高則技術衛星、デ「タ中継妓術衛星等の開発中衛直面・管、HlA地上試験機保管業務（電力設騰空調設㈲・社内ネットワーク運用業務（社内ネットワーク関連設備）・＿　　ミミ　則衛星観測データ受信言己禄処理業務（地球観則

fータ情報処理設㈲・広報業務（公開ホームページサーノ9

2）1月4日以瑠こ開始

ｷる業務

2－1）事前に確認して

ｨく必要のあるもの

・全業務へのインフラ環寛（施設設備、社会インフラ等）・社内共通システム運用業務（社内業務用共通設備》

2－2）当日初めて立上

ｰでよいもの

・」記以外の業務

4．危機管理体制

　問題発生が想定される期間は対策本部の要員を配置し、万が一問題が発生した場合

に、迅速・的確な対応がとれる体制をとる。情報連絡系統と指揮命令系統を確立し、

宇宙開発事業団内外の情報連絡の集中管理と全体状況把握を行うとともに、問題発生

時に適切な指示・対処が行われるようにする。．

5．事前準備（年内の作業）

　年末年始において、問題発生想定日には必要最小限の業務のみを行うよう計画し、

運用を行わない設備については、必ず電源を落としておくこととし、不測の問題が発

生した場合に備えての事前準備作業の方針を以下に示す。

（1）待機体制の準備では、社会インフラ等で問題が発生する場合も想定して、宿泊

　　の必要性や水、食料の準備、衛星携帯電話や自家善用設備や燃料の確保等にお

　　いて、必要な準備を行っておく。

（2）万が一問題が発生しても、速やかに代替策に移行して必要な業務が継続できる

　　よう、手順を明確にしておくとともに、事前の練習を行っておく。また、迅速

　　に復旧できるよう、関連企業と待機体制及び連絡体制の確認を行っておく。
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（3）本危機管理計画について、社内に周知するとともに、必要な社内教育や情報伝

　　達のリハーサル等を実施し、準備の確認と習熟を図る。

6．問題発生想定日の行動計画（年末年始からの作業）

年末年始の問題発生想定日の行動計画を以下に示す。

（1）12月31日から1月1日にかけては、対策本部は出社体制をとり、業務や社会

　　インフラ等における運用状況や問題発生の有無について把握する。

（2）1月2日から3日にかけては、問題が発生した場合に情報伝達が行えるよう、

　　対策本部は確実な連絡体制をとる。業務の環境条件となる社会インフラの状況

　　等についても、常に注意しておく。設備の事前確認を行う際には、事前に準備

　　した手順に従い動作確認を行う。

（3）1月4日以降は、通常の勤務体制とし、問題が発生した場合に情報伝達が行え

　　るよう確実な連絡体制をとる。初めて設備を立ち上げる際には、事前に準備し

　　た手順に従い問題の有無を確認した上で、業務を開始する。
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別紙
想定される主要なリスクと影響への対処方針

●

リスク等 ≠濾すべき影響 齪
繍
リ 高圧ガス等 ・高圧ガス制御機囎止 ・元弁を閉じる等機械的に安 ・巡回監親員を配置

う一 全な状態にしておく

防災関連 ・火災報知器の停止 ・巡回監視員を配置． ・通常よりも回数を増や

C鰯ができなの して巡回する　・

’

公開HP ・公開HPが稼働しない ・設備の再立上げ等の≒次処

u・メーカによる復日待ち

・メーカ連烙体制を確認

・電力制御設備の停止 ・個々にローカルで笥脚

・自家発電の停止　　　　　v ・部分白勺に　　　　醒　により ・さらに最1邸秘腰な設

齢
空誰関連， ・空調機の停止 ・除騰1用 ・温度条件の維持は難し

（各建屋の温湿度条件の維 い

持が困難）

社淋ットワ→ ・電子メ→レ等砺1用不可 ・雷撃FAXの利用 ・現場待機体制
ら

・バックアップの取得 ・メーカ連烙体制を確認
≡
… ・運用設備が稼働しない ・連維莚巨用言鋤蒲は代替策：によ ・メーカも含めた待機体

り続行 制

・業務開始前に動作点険を実

施
・メーカによる復旧待ち

う ・試験設備が稼働しない ・業務開始前に動作点検を実

{
・メーカ連絡体制を確認

・メーカによる復日待ち

・業務用設備が稼働しない ・業務開始前に動作点検を実 ・メーカ連烙体制を確認

、
施

ら ・代替策があ撤ま実施

・メーカによる復旧待ち

臨 ・商業電力供給の停止 ・自家発電による電力供給 ・制邸秘腰な設備への

電耕製給として、3日間

程度の燃料備蓄を確保

する

鵬 ・　　　・　　輻藤 ・携帯電話、衛星携帯電話の ・衛星携帯を各事業所に
多

朔 1台ずつ配備

・事業所内は無線も活用

噺・　　　　　　　　　口 ・宇宙通信所でのローカル運 ・衛星携帯㈱1機能を含

用 む）を利用
口
給水関連 ・生活用水の供給が停止 ・鰍掌は備蓄しておく r最長3日間程度の備蓄

を確保する

・空調用の冷却水が停止 ・除購11用 ・温度条件の維持は難し

い

う 類 ・公共交通機関（電車バス ・自家用車、タクシーによる

等）の停止 働
・信号機の停止 ・混乱が生じている場合は、

移動せずに留まる
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